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1. はじめに 

（1）研究の背景 

近年，地域の景観や風土を考慮しない開発が進んだ

ことにより，日本の街の多くは建物が隙間無く建ち並び，

環境性や災害に対する防災性の向上が課題とされている．

これらの課題の解決のため東京都心における再開発事業

は開発地区内に留まらず，周辺地域一体となって事業が

行なわれており，快適性や安全性，交通利便性という面

について改善されつつある．しかし，一方で 1981 年以

前の旧耐震基準に基づいて建てられた建物が今もなお存

在しており，一見整備され美しく見える都心部の市街地

においても大通りを一歩入ると，安全性や快適性が確保

されていないという現状がある．よって，我が国におい

て，今後も再開発事業の必要性が高いと言える． 
また，現在の都心の再開発事業は建築基準法の規制

緩和により多種多様な事業方法が積極的に導入されてい

る．しかし，この事業方法は，都市計画決定により行わ

れる再開発事業と，単なる建て替え事業が混合しており

その実情を把握することが難しい現状がある．加えて，

行政や民間事業者，地域住民，地権者といった様々な立

場の人間が関与し，互いに利害関係が発生するため，事

業が長期化する事例も多く，再開発以外の事業が複数同

時に進行することから，一義的に捉えにくい． 
更に，環境面での現状に目を向けると，2008年は京都

議定書の第一次約束期間の初年度にあたることもあり，

以前にも増して環境問題の対処へ機運が高まっている．

エネルギー起源CO2に対する具体的な対策として，大規 
模集客施設の適切な立地による集約都市構造の実現，建

造物の壁面や屋上緑化など，ヒートアイランド対策によ

る熱環境の改善など，土地利用と密接に関る事項が並ん

でいる1) ．このような個々の再開発事業における環境

的施策を定量的に捉える事は難しいため，再開発事業を

環境的な面と経済的な面から総合的に評価するのは困難

であると言える． 
しかし，今後，安全性や快適性，さらには環境性を

追求した街が創造されるために，完了した再開発事業に

ついて分析することは意義深いと言え，立地特性や事業

効果，環境性について評価し，この評価を構造化するこ

とは今後の事業立案上での一助となると考えられる． 
 
（2）本研究の位置付けと目的 

 再開発事業に関する研究は，様々な事業方法について

なされており，市街地再開発事業に関する研究では，利

用者の立場から再開発を評価し，有効性について分析し

た研究 2)や駅前市街地再開発事業の建物用途に関する研

究 3)などが挙げられる．土地区画整理事業に関する研究

では，民間事業者の参画による効果 4)を明らかにしてお

り，総合設計制度に関する研究では，総合設計制度にお

ける容積率割増要因の分析 5)を行なっている．再開発地

区計画に関する研究では，再開発地区計画が適用された

地区の容積率設定に関する研究 6)などがある．また，再

開発事業方法を総合的に扱った研究では，手法別に容積

率や木造住宅減少率の事後変化に着目した研究 7)や統計

的手法により再開発事業の事業方法と地域特性の関連性

を示した研究 8) 9)がある．しかし，既往の研究は容積率

や建物用途など特定の項目に着目したものが多く，総合

的に再開発事業について扱っている例は少ない． 
従って，再開発事業の特徴を総合的に考察し，手法や

立地条件を問わず，今後行なわれる全ての再開発を対象

として適用できる指標を用いることにより，事業を行う

上での留意点を把握できる研究が望ましい． 
そこで，本研究では，近年増加傾向にある東京都区

部の再開発事業について代表的な手法である市街地再開

発事業に着目し，事業効果，資金計画といった経済的な

指標と緑地率などの環境的な指標を用いて総合的に分析

することにより，事業に影響を与える要因を特定し構造

化する．なお，本研究は前述した開発の事業方法と地域

特性の関連性を示した研究 8) 9)を基に，指標の関係をよ
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り具体的に示し，評価するため構造化して考察したもの

である． 
 

2．研究対象事例の選定 8) 9) 

 近年，建築基準法の改正により，規制緩和手法が多様

化し，再開発型の事業手法が積極的に取り入れられてい

る． 
本研究では，再開発の定義を「形態緩和手法を含め

た，市街地における土地の合理的かつ健全な高度利用と

都市機能の更新とを図るための制度」1)とし，現在，東

京都が都市計画プロジェクトとして扱っている市街地再

開発事業，土地区画整理事業，住宅市街地整備総合支援

事業の 3 事業と，7 つの都市開発諸制度（特定街区，再

開発促進地区，高度利用地区，総合設計，特定容積率適

用地区，連坦建築物設計，立体道路）の計 10 手法を扱

う．これらの手法を用いた再開発事業は，過去 10 年間

で 81 事例となっている．また，本研究では，今後，再

開発の増加が見込まれる都心部に着目するため，東京都

10 区（千代田区，中央区，港区，新宿区，文京区，品

川区，目黒区，渋谷区，墨田区，江東区）内であり，か

つ 1996 年 4 月から 2006 年 3 月の過去 10 年に完了した

事業を扱うこととする．過去 10 年とした理由は，8) 9)と

同様に考え，1990 年のバブル経済崩壊により，事業が

一時中断または長期化するといった影響が 1996 年には

収まり，開発件数が回復したと考えられるためである．

図―1 に研究対象である地区を示す． 
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図―1研究対象地区 8) 9) 

 

3．東京都区部における市街地再開発事業の特徴分析 

（1）因子分析による仮説の構築 

本項では，東京都区部の市街地再開発事業（形態緩和手

法を含む）の事例に対して，表―1 のような各種指標を

設定し（1），因子分析を用いて分析を行う．これにより，

再開発が進んでいる東京都区部でどのような市街地再開 
発事業の傾向と特徴があるかを明らかにする．分析に用

いた再開発事例は，各種指標の値が文献資料 10）11）12）13) 

から判明した 29 事例である（2）．ここで，社会的関心に

ついては，1987 年 1 月～2008 年 3 月までの毎日・読売

新聞の再開発に関する記事件数 10）11）を用いた．（3）新

聞記事件数の平均値を図―2 に示す．しかし，記事数を

このまま分析に使用した場合，分散が大きく，適切に評

価ができない可能性が高いため，5 段階に区分して分析

に用いた．なお，5 段階の区分は表―2 の通りで，これ

は 29 事例が適度にばらつくように設定したものである． 
表―1 分析に用いる変数 

変数名 定義
事業費/面積 総事業費を地区面積で除したもの
補助金率 総事業費に対する補助金の割合

容積率
再開発により建築または改修された建造物の建築延べ面

積を敷地面積で除したもの

地価増加率 再開発事業の前後の地価増加率

権利者転出率 再開発による地権者の増加率
社会的関心 再開発に対する社会的関心

面積増加量 再開発による商業面積,住宅面積，業務面積の平均増加量

緑地率 現在の開発地区における緑地率  

表―2 社会的関心の区分基準 8) 9) 

平均記事数 区分
～3未満 1

3以上～6未満 2
6以上～9未満 3

9以上～13未満 4
13以上～ 5
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図―2 再開発事業に関する新聞記事数 8) 9) 

以上のような事例と変数に対して因子分析を行い，代表

する6 つの因子を抽出した．第2 因子まで固有値1 以上

として抽出され，第6 因子までの累積寄与率が5 割超と

あまり有効な結果とは言えないが，仮説の検証のため分



析を進めた．因子分析の結果を表―3，因子負荷量(プロ

マックス法による回転後)を表―4，因子相関行列を表

―5 に示す． 
表―3 因子分析の結果 

 固有値  寄与率 累積寄与率

因子№ 1 2.430 27.00% 27.00%
因子№ 2 1.000 11.11% 38.11%
因子№ 3 0.713 7.92% 46.03%
因子№ 4 0.433 4.81% 50.85%
因子№ 5 0.273 3.03% 53.87%
因子№ 6 0.047 0.53% 54.40%  

表―4 因子負荷量(プロマックス法による回転後) 
変数名 因子№ 1 因子№ 2 因子№ 3 因子№ 4 因子№ 5 因子№ 6

駅までの距離 -0.023 -0.219 0.078 -0.141 0.617 0.069
事業費/面積 -0.034 0.383 -0.258 0.175 0.204 -0.145
補助金率 -0.257 -0.597 0.168 0.015 0.061 0.038

地価増加率 0.040 0.147 0.711 0.065 0.135 -0.031
権利者転出率 -0.022 -0.057 0.030 0.692 -0.139 0.153
社会的関心 0.951 -0.148 0.064 0.088 -0.077 -0.077

容積率 -0.091 0.896 0.125 -0.067 -0.204 0.051
緑地率 0.110 0.151 0.004 0.313 0.158 0.552

面積増加量 0.624 0.233 -0.032 -0.187 0.101 0.241  
表―5 因子相関行列 

因子№ 1 因子№ 2 因子№ 3 因子№ 4 因子№ 5 因子№ 6
因子№ 1 1.000
因子№ 2 0.454 1.000
因子№ 3 -0.380 -0.563 1.000
因子№ 4 0.066 0.500 -0.319 1.000
因子№ 5 0.400 0.386 -0.437 0.405 1.000
因子№ 6 0.178 -0.051 0.613 -0.255 0.029 1.000  
まず，表―4 より第 1 因子の因子負荷量を見ると，

「社会的関心」，「面積増加量」の絶対値が大きい値を

示している．そこで，再開発事業による建築面積の増加

や，新聞記事で取り上げられることによる経済性の上昇，

分析モデル①の第1 因子を再開発事業の「事業影響度」

と定義した．次に，第 2 因子の因子負荷量を見ると，

「容積率」，「補助金率」，「事業費/面積」の絶対値

が大きい値を示している．そこで，単位面積当たりの事

業費用や補助金率，容積率の増減による収益性の向上を

考慮し，分析モデル①の第2 因子を「事業収益性」と定

義した．同様に，第3 因子の因子負荷量を見ると「地価

増加率」の絶対値が大きい値を示している．また，表―

5 より，「緑地率」の因子負荷量の絶対値が最も大きい

第6 因子と第3 因子について比較的高い相関が見られる．

そこで，開発地区周辺の地域の地価の増加による経済効

果と緑地率の増加による環境性への配慮を考慮し，第 3
因子を再開発事業による「付加価値増進」と定義した． 
次に，第4 因子について見ると，「権利者転出率」の因

子負荷量の絶対値が大きく，「駅までの距離」の因子負

荷量の絶対値が最も大きい第5 因子と比較的高い相関が

見られる．そこで，権利者の転出率の減少と駅までのア

クセスの良さによる来訪者数の増加を考慮し，第4 因子

を「街の活気」と定義した． 
また，分析モデル②については，第 1 因子，第 2 因

子，第3 因子を分析モデル①と同様に解釈した． 
 

（2）共分散構造分析による評価構造の検討 

表―4 に示した因子負荷量の結果から，再開発事業の影

響度や収益性，事業による付加価値の増進について，具

体的な要因となる変数を特定することが可能となった．

本項では，これらの関係をより具体的に示し，評価する

ため共分散構造分析を用いて分析を行う．なお，モデル

の推定には統計パッケージAmos5.0(SPSS)を採用した．

ここで，共分散構造分析モデル①について，「街の活

気」による「事業収益性」へのパス係数の絶対値が小さ

く，t 値も5%有意水準を満足しなかったため，潜在変

数「街の活気」を削除したモデルを共分散構造分析モデ

ル②として，同様に分析を行った．共分散構造分析モデ

ル①，②のパス図を図―3，図―4 に，共分散構造分析

の分析結果を表―6に示す．
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図―3 共分散構造分析モデル①のパス図 
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図―4 共分散構造分析モデル②のパス図 

表―6 共分散構造分析モデルの分析結果

モデル① モデル②
0.871 0.854
（－） （－）

-0.119
（-0.064）
0.561** 0.561**
（-2.127） （2.107）

0.939 0.942
（－） （－）

0.637** 0.64**
（-2.367） （2.345）

0.403 0.392
（－） （－）

-0.195 -0.212
（-0.839） （－）

0.478 0.477
（－） （－）

-0.976** -0.964
（-2.467） （－）

1.238
（－）

-0.096
（-0.064）
0.716* 0.712
（-2.78） （－）
0.725 0.77
0.847 0.893
0.11 0.091

67.46 41.76

N.A.

N.A.

社会的関心 <--- 事業影響度

N.A.

駅までの距離 <--- 街の活気

権利者転出率 <--- 街の活気

<--- 事業収益性

補助金率 <--- 事業収益性

RMR
AIC

事業収益性 <--- 付加価値増進

事業収益性 <--- 街の活気

事業影響度 <---

AGFI
GFI

事業収益性

面積増加量 <--- 事業影響度

事業費/面積 <--- 事業収益性

緑地率

項目
回帰係数

標本数 29

<--- 付加価値増進

地価増加率 <--- 付加価値増進

容積率

 
               （）内の数値はｔ値，  *5%有意，**1％有意 



図―3 のパス図と表―6 の分析結果より，共分散構造

分析モデル①について見ると，パス係数の絶対値が大き

く，t 値も 5％有意水準を満足していることから「事業

収益性」から「事業影響度」に正の相関があると言え，

また，「付加価値増進」から「事業収益性」のパス係数

も比較的大きいため正の相関が存在すると言える．同様

に，図―4 のパス図と表―6 の分析結果より共分散構造

分析モデル②について見ると，パス係数の絶対値と t 値
より，「事業収益性」から「事業影響度」に正の相関が

あると言え，「付加価値増進」から「事業収益性」へ正

の相関が存在すると言える． 
次に，モデルのパラメータについて見ると，両モデ

ルともに同様の傾向が見られた．まず，「事業収益性」

による「事業影響度」へ正の相関が示されていることか

ら，再開発ビルの容積率や補助金，単位面積当たりの事

業費用といった資金の増加が，社会的な関心といった再

開発事業による社会への影響を増大させる要因であると

言える．また，「付加価値増進」による「事業収益性」

のパラメータについて見ると，正の相関が大きいことか

ら，地価や緑地の増減といった多角的な再開発事業によ

る付加価値の増進が，再開発事業の収益性に繋がると言

える． 
 
5．まとめ 

 本研究では，形態緩和手法を含めた市街地再開発事業

の事例から，事業効果や付加価値について分析を行うこ

とで，次のような結果を得た． 
①再開発事業の事例を因子分析により分析すると，事業

の影響度や収益性，再開発事業による付加価値の増進な

どの重要な項目について，関連性の強い指標を特定する

ことができた． 
②因子分析の結果を受け，共分散構造分析を行い，2 つ

のモデルを提示することで，再開発事業の影響度やその

収益性について考える際に，再開発地区の緑地率や地価

の増減といった事業の付加価値増進と関連する指標につ

いて考慮すべきであるという因果関係を構造的に示すこ

とができた． 
 本研究における評価指標は，事業手法や立地を問わず，

今後行なわれる全ての再開発事業を対象とできる．これ

により，今後再開発事業を行う上で過去の再開発事例を

参考にする場合の留意点を示すことができた．再開発事

業の契機は様々であり，事業の目的を地域課題として設

定し，その課題を達成すれば一見成功であると解釈でき

るかもしれないが，地域の課題解決は最低条件であり，

事業の本来の意義は何であるのかを考えることが都市の

活性化に繋がる．よって，大規模な再開発事業が必ずし

も良い効果を生むのではなく，事業に関わる人々の利害

関係のバランスを保つよう考慮することが，再開発事業

を成功させる鍵になると考えられる． 
以上のような結果を踏まえ，今後，再開発事業が行

われる地区において，再開発事業の影響度や収益性につ

いて検討する際に，社会的な注目度や資金計画について

だけでなく，地価の増減や緑地率といった事業の多角的

な付加価値に関連する指標について考慮することで，事

業による街の活性化を実現できると言える．また，再開

発事業が複雑化する今日，経済性や利便性といった視点

について短期的な視野で追求するのではなく，環境的な

配慮といった観点からも事業方法を考慮し，開発後の維

持，管理施策を整備することにより，更なる都市の成長

が期待できると考える． 
 
6．留意点 

（1）緑地率を調べるにあたり，航空写真を用い，開発

地区の内，緑地と判断できる面積の割合を算定してお

り，実際に設計された緑地面積と誤差があると考えら

れる． 
（2）地価を調べるにあたり，参考文献 13）23）の 2 つか

ら引用した．参考文献 13）では，対象地区の地価を調べ

ることができたが，参考文献 23）では，対象地区周辺の

地価を平均して用いているため若干の誤差があると考

えられる． 
（3）社会的関心を調べるにあたり，毎日新聞と読売新

聞を対象としたのは，社会的関心との関連性から経済

紙ではなく一般紙であることと，地方面の枚数が比較

的充実していることによる． 
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